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長野県

札幌

福岡

大阪
名古屋

東京

面 積

１３,５６１．５６km² 〈4位〉

東西 約１２０ｋｍ
南北 約２１２ｋｍ

林 野

面 積

１,０２２,７７７ｈａ 〈3位〉
出典：「２０１０年世界農林業センサス」

(農林水産省)

自 然 公 園
面 積

２７８,５４８ｈａ 〈3位〉

中部山岳国立公園、上信越高原国立
公園、南アルプス国立公園ほか

出典：「自然公園都道府県別面積総括」(環境省)

河 川 延 長 ５,１１１ｋｍ 〈2位〉

• 長野県は、日本列島のほぼ中央に位置し、
東京・名古屋・大阪に近接

• 全国４番目の広大な県土を有し、標高３
千メートル級の山々や県土の８割を占め
る森林など、豊かな自然や美しい景観が
特長
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金沢

富山

上越妙高

新潟

高山

名古屋

豊橋

甲府
東京

松本

長野

軽井沢

飯田

北陸新幹線
（東京－長野 1時間23分）

特急 しなの
（名古屋－松本－長野 2時間51分）

特急 あずさ
（東京－松本 2時間25分）

松本
空港

東京国際
空港

中部国際
空港

高速道路
（東京－長野 2時間33分）
（名古屋－長野 3時間12分）

リニア中央新幹線〔2027年開通〕
東京－飯田45分 名古屋－飯田27分

• 長野県は日本の中央、首都圏と中
京圏の中間に位置し、主要大都市
へのアクセスも容易
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県内総生産

(名目)
７兆 ７，５２２億円 （Ｈ２５年度）

一人当たり
県民所得

２７１．４万円 (Ｈ２５年度)     

（一人当たり国民所得２８４．５ 万円）

製造品
出荷額等

５兆 ４，５４８億円 (Ｈ２６年)
「平成26年工業統計表」（経済産業省）

商 品
販売額

４兆 ９,４３６億円 (Ｈ２４年)
「平成24年経済センサス-活動調査」(総務省統計局)

観光地
利用者数

８,４１８万人 (Ｈ２６年)
「平成26年観光地利用者統計調査結果」(長野県観光部)

観 光
消費額

２,９７４億円 (Ｈ２６年)
「平成26年観光地利用者統計調査結果」(長野県観光部)

農 業
産出額

２,３４７億円 (Ｈ２５年)
「生産農業所得統計」(農林水産省)

「平成25年度長野県の県民経済計算」（長野県企画振興部）

「平成25年度県民経済計算」(長野県企画振興部)

※その他には控除項目を含む。

製造業

1兆9,258億円

24.8%

サービス業

1兆4,301億円

18.4%

不動産業

1兆743億円

13.9%

卸売・小売業

7,233億円

9.3%

建設業

4,118億円

5.3%

金融・保険業

3,048億円

3.9%

運輸業

2,707億円

3.5%

情報通信業

2,696億円

3.5%

電気・ガス・水道業

1,528億円

2.0%

農林水産業

1,476億円

1.9%

その他※

1兆413億円

13.4%

平成25年度
県内総生産

7兆7,522億円

• 平成２５年度の県内総生産（名目）は７兆７，５２２億円で、業種別では、｢製造業｣ が２４．８％
で最大の割合を占めており、次いで ｢サービス業｣ が１８．４％

• また、一人当たり県民所得は２７１．４万円で、国民所得との差は１３万１千円
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電子
14.1%

情報
14.7%

生産用

機械
9.7%

輸送
6.8%電気

7.4%はん用機械
6.2%

業務用機械
6.3%

基礎

素材型

18.0%

生活関連・

その他型
16.8%

平成26年度
製造品
出荷額等

5兆4,548億円

製造業
24.8%

サービス業
18.4%

その他
56.8%

製造業
18.4%

サービス業
19.8%

その他
61.8%

（参考）

全 国

長野県

平成２５年度県内総生産：７兆７，５２２億円 「県民経済計算」（長野県）

平成２５年度国内総生産：４８０．１兆円 「国民経済計算年報」（内閣府）

県内総生産額

「平成26年工業統計表」（経済産業省）
加工組立型の製造品出荷額等構成比

製造品出荷額等の全国順位
・電子 ２位
・情報 ４位

65.3％
加工組立型

順位 都道府県 構成比（％）

－ 全国 43.7

１ 愛知県 69.9

２ 長崎県 67.4

３ 長野県 65.3



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～長野県科学技術振興指針～
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1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～知的クラスター創成事業（下図は第Ⅱ期の最終体制図）～

• 長野県として初めて取り組んだ大型の地域科学技術振興施策
• 信州大学等の各研究者の研究について、長野県テクノ財団が全体をマネジメント。
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事業総括 田多井俊夫

科学技術コーディネーター

ナノカーボンチーム 轟 碵允 森本信吾

有機無機ナノマテリアルデバイスチーム 草野一俊

界面ナノテクノロジーチーム 山岡克郎

デバイス試作・創出チーム 山岡克郎

特許戦略担当 山岡克郎

国際プログラムチーム 森本信吾 桃崎英司

遠藤守信
（信州大学工学部教授）

ナノカーボンを利用した
スマートデバイス研究チーム

◆実施機関：

【研究機関】

信州大学
（工学部､ｶｰﾎﾞﾝ科学研究
所､医学部、理学部)

国立長野高専
松本歯科大学
山形大学(工学部)
長岡技術科学大学
長野県工業技術

総合センター
【産業界】
共同研究参画企業

◆実施機関：

【研究機関】

信州大学
（繊維学部、工学部、
農学部）

長野県工業技術
総合センター

【産業界】
共同研究参画企業

村上 泰
（信州大学繊維学部教授）

◆実施機関：

【研究機関】

長野県工業技術
総合センター

信州大学
（工学部、教育学部)

【産業界】
共同研究参画企業

池田博通
（工業技術総合ｾﾝﾀｰ所長）

◆実施機関：

【研究機関】

信州大学
(カーボン科学研究所、
工学部、繊維学部)

山形大学(工学部)

【連携機関】
ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭｺﾛﾝﾋﾞｱ州立大学(加)
パドバ大学､ベニス大学(伊)
浦項工科大学(韓国)
国民大学工学部(韓国)

ナノカーボン最先端開発

拠点形成プログラム研究チーム

遠藤守信
(信州大学ｶｰﾎﾞﾝ科学研究所長)

基本事業枠 広域化(国際連携)枠

チ
ー
ム

研
究
リ
ー
ダ
ー

本部長

（財）長野県テクノ財団

理事長 市川浩一郎

事業推進ワーキンググループ

・ナノカーボンスマートデバイスチームＷＧ
・有機無機ナノマテリアルスマートデバイスチームＷＧ

・界面ナノテクノロジースマートデバイスチームＷＧ
・デバイス試作・創出チームＷＧ
・ナノテクコーディネーターＷＧ

技術評価委員会

本部会議

本部チーム

研究統括 平井利博 (信州大学繊維学部教授)

研究副統括岡本正行 (信州大学工学部長）

研究副統括谷口彬雄 (信州大学特任教授）

◆実施機関：

【研究機関】

東京理科大学
山口東京理科大学
諏訪東京理科大学
長野県工業技術

総合センター

【産業界】
共同研究参画企業

阿部正彦
（東京理科大学教授）

有機無機ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙを利用した
スマートデバイス研究チーム

界面ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰを利用した
スマートデバイス研究チーム

デバイス試作・創出
研究チーム

研究
マネージメント

会議

ナノテク・材料活用支援センター

センター長 若林信一



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～知的クラスター創成事業（第Ⅱ期の各研究プロジェクトの概要）～
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• 各研究プロジェクトとコア技術は以下のとおり。

ナノカーボン

信州大学工学部

遠藤守信教授

ナノカーボンの物性評
価とこれを応用した用
途開発

エンジン用ピストン（右は断面図）

有機無機ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙ

信州大学繊維学部

村上泰教授

有機EL､有機半導体材
料、ゾルゲル利用デバイ
ス、生体応用デバイスの
開発と応用

界面ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

東京理科大学

阿部正彦教授

高性能界面活性剤、機能
性ナノ粒子等の高機能デ
バイスの開発と応用

ﾃﾞﾊﾞｲｽ試作･創出

工業技術総合ｾﾝﾀｰ

池田博通所長

ナノ粒子複合材料と高品
位薄膜の製品化・事業化

CO２削減樹脂 可変インダクタンス

ナノベシクルカプセル CNT-チタン合金

CNT－酸化チタン集熱板

２層カーボンナノチューブ

有機EL応用 植物工場



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～知的クラスター創成事業（共同研究の成果）～
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• 取組を通じて、地域内外の参画企業とともに、研究成果を活用した新技術・新製品開発が活発
に行われた。

知的ｸﾗｽﾀｰ創成事業により創出された成果事例の一部（H23年度地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ取組事例集（文部科学省）から抜粋）



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～知的クラスター創成事業（終了後の事業展開）～

• 一番の成果は、研究に取り組んだ研究機関が持つコア技術が強化されたこと。

• 特に、信州大学については、地域科学技術振興施策を通じて一貫して材料技術を強化してきた
ことにより、昨今の高倍率の大型プロジェクトの多数獲得につながっている。

長野県産業労働部ものづくり振興課
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採択
年度

事業名 制度概要 採択拠点名
競争
倍率

採択数 申請数

H25
ｾﾝﾀｰ・ｵﾌﾞ・ｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（COI）

10年後の目指すべき社会像を見据え

たビジョン主導型のチャレンジング・ハ
イリスクな研究開発を支援

世界の豊かな生活環境と地球
規模の持続可能性に貢献する
アクア・イノベーション拠点

15.9倍 12件※ 190件

H28
地域科学技術実証
拠点整備事業

地域の優れた研究成果の実証を支援
する拠点の整備

ファイバー・ベンチャーエコシス
テム形成拠点（仮）

2.9倍 22件 63件

H29
地域イノベーショ
ン・エコシステム形
成プログラム

地域の競争力の源泉を核に、グロー
バル展開が可能な事業化計画を策定
し、研究開発・事業化を推進する取組
を支援

革新的無機結晶材料技術の産
業実装による信州型イノベー
ション・エコシステムの形成

4.1倍 10件 41件

H29
産学協創プラット
フォーム共同研究
推進プログラム

産業界と協力し、新たな基幹産業の育
成に向けたシナリオの作成と、それに
基づく産学共同研究を支援

生理学的データ統合システム
の構築による生体埋込型・装着
型デバイス開発基盤の創出

1.7倍 ３件 ５件

※ただし、トライアル拠点が14拠点採択されており、トライアル拠点から正式拠点に昇格した6拠点を併せて、現在は18拠点となっている。



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～知的クラスター創成事業（コア技術の活用）～

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 知的クラスター創成事業において培ったコア技術が、以下の例の様に現在の事業化を目指した
研究開発プロジェクトにも活かされている。

次世代ソフトアクチュエーター「ＰＶＣＧＥＬ」

✓ 歩行アシストロボットのアクチュエー
ター等への展開を目指す

カーボンナノチューブ複合人工関節

✓ 人工関節の長寿命化を目指す

（出典）㈱AssistMotionホームページ

（出典）信州大学ホームページ



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～知的クラスター創成事業（主な成果）～

• 取組を契機に地域企業と信州大学との距離が近くなり共同研究が増加。また、信州大学は、地
域貢献度ランキングにおいても上位に。

• 一方、投入経費に対する経済的効果という観点では、課題を残す部分とも言えるか。

長野県産業労働部ものづくり振興課
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項 目
合計

目標 実績

特許出願件数 企業単独含む
（内PCT/外国出願）

150 252

(96)

特許審査請求数 30 141

論 文 500 551

商品化･事業化提案数（プレス発表） 29 31

サンプル･商品など売上（億円） 25 56.08

参画企業数 300 304

国からの補助金等額（億円） - 約60

信州大学の同一県内企業との共同研究件数（H27年度） 知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）主な目標の達成状況（H23年度末）

順位 機関名 件数
受入金額
（千円）

所在地

1 東京大学 132 578,292 東京都

2 信州大学 62 33,640 長野県

3 三重大学 59 30,792 三重県

4 岐阜大学 58 70,139 岐阜県

5 東京農工大学 54 87,098 東京都

（出典）大学等における産学連携等実施状況（文部科学省）

大学の地域貢献度ランキング2017

順位 機関名

1 大阪大学（国立）

2 信州大学（国立）

3 鹿児島大学（国立）

（出典）日経グローカル



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～長野県航空機産業振興ビジョン～

• 本県に航空機システム産業を集積・育成するためのビジョンを策定
• 関連企業や研究開発機能が集積する「クラスター」の実現を目指す。

産業労働部ものづくり振興課
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県 飯田産業ｾﾝﾀｰ ほか
産総研
JAXA

《研究開発支援機能》

信州大学航空機システム共同研究講座を開設（H29年４月～）

《高度人材育成・供給機能》

高度化

・国内唯一の航空機システム環境試験機器を国と連携して整備

・航空機システムに係る高精度加工最適化評価機等の設置

《環境試験機能》

テクノ財団

■ 航空機ｼｽﾃﾑに係る総合的な試験研究開発支援機能

集積化

■研究機関の誘致
・国研究機関の誘致
・大学研究室の誘致

■航空機関係企業の誘致
・国内企業
・海外企業

■ 国内企業の新規参入促進
・他分野企業の新規参入
促進

■技術力強化
・航空機設計効率化

■品質保証力強化
・JISQ9100、Nadcap認証
取得支援

■販売力強化
・国際航空商談会参加
・航空機ﾒｰｶｰへの直接PR

航空機システム関連の企業や研究開発の機能が集積する

「アジアの航空機システム拠点」づくり

○ 長野県の「強み」である超精密加工や電子・情報分野を集めてユニット化
した「航空機システム」分野への展開

《主なターゲット》

長野県は、航空機システム産業の集積を目指しています！

拠点化



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～長野県航空機産業振興ビジョン（航空機システム（装備品）をターゲット）～

15

• 世界の航空機産業に比して、日本は航空機システム産業が育っていない。
• 長野県の製造業が優位性を持つ、精密・電子技術が活用できる。
• 長野県のビジョンはその航空機システム産業の育成・強化を目指したビジョン

長野県産業労働部ものづくり振興課

一般的な航空機の価格配分
日本の平成２８年の
航空機産業売上高

機体構造 約３５％ ９,９５０億円（約５８．３％）

エンジン 約２５％ ５,９２０億円（約３４．７％）

装備品 約４０％ １,１９０億円 （約７．０％）

（出典）日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データ
ベース」（H29年７月）をもとに作成



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～長野県航空機産業振興ビジョン（大学等のコア技術強化と地域企業への技術移転）～

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 信州大学では、防爆型油量系システムやハイブリッドブレーキ等の研究開発を推進

• いずれも地域の航空機システムメーカーが技術移転先となっており、研究開発において大学発
技術を地域産業が活かす体制が構築出来ている。

非接触防爆型油量計システムの研究開発 民間航空機搭載次世代ハイブリッド型ブレーキの研究開発

防爆性に優れた補助燃料タンクシステム
（戦略的基盤技術高度化事業 Ｈ２９～）

磁性流体ブレーキ(左)と渦電流ブレーキ(右) 
（戦略的基盤技術高度化事業 Ｈ３０～）

• 平成28年度、経済産業省の地域中核企業創出・支援事業により、
補助燃料タンクシステムの開発可能性に関して検討

• その結果、ライバル製品に対する新規優位技術として、防爆性の
改善に資する非接触式油量計システムを研究開発することとし、
平成29年度から３年間の計画で、経済産業省の戦略的基盤技術
高度化支援事業により、研究開発を実施

• 航空機のメンテナンスを飛躍的に簡略化できる非接触式ブレーキ
システムです。それぞれ長所・短所のある磁性体ブレーキと渦電
流ブレーキのハイブリッドシステムであり、安全性・信頼性の確保、
複合化・小型化等が課題

• 経済産業省の地域中核企業創出・支援事業により、平成29年度に
フィージビリティ・スタディを実施



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～長野県航空機産業振興ビジョン（国内唯一の環境試験設備）～

長野県産業労働部ものづくり振興課
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着氷試験機 防爆試験機

【メーカー名】
エスペック株式会社
【型式】

MZH-35S-H

【機器の主な仕様】
・気圧範囲：101.3kPa～10.7kPa（大気圧）
※高度52,000ftの気圧に相当します。
・温度範囲：－70℃～100℃（大気圧）

－60℃～100℃（10.7kPa～大気圧）
・湿度範囲：20%RH～95%RH
・試験槽内：W1,500×H1,500×D4,000mm
・試験槽外寸：W3,380×H2,835×D5,100mm

耐スカイドロール性、試料スライドコロコン付

【機器の紹介】

• 地上から上空までの気圧、
気温、湿度を再現し、この環
境下での航空機の装備品
等の安全性・信頼性を評価

【メーカー名】
羽生田鉄工所
【機器の紹介】

• 航空機ｼｽﾃﾑが可燃性ガス雰囲気中で動作した際に漏電や火花な
どを生じ爆発しないかを試験し、装備品等の安全性・信頼性を評価

【機器の主な仕様】
・圧力範囲：101.3kPa～4 kPa

※大気圧～100,000ft
・温度範囲：10℃～260℃
・試験槽内：φ1,500㎜×L2,000㎜

※第二種圧力容器構造規格

• 航空機システムの研究・実証に不可欠な環境試験設備を順次整備
（地方創生拠点整備交付金、地方創生推進交付金 活用）

• いずれも国内唯一の機器であり、本県だけでなく全国の航空機システムメーカーに貢献



1.長野県におけるこれまでの取組と成果
～長野県航空機産業振興ビジョン（解決すべきボトルネック）～

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 一方で航空機産業の主戦場は米国、欧州。現状では、国産の完成機メーカーが存在しない。

• 本格的な航空機産業の振興を図る上では、国産完成機メーカーの存在は大変重要。国を挙げて
の取組が求められるところ。

主要国航空宇宙生産額と日本の製造業の出荷額（H25年） MRJ（三菱リージョナルジェット）

（出典）航空宇宙産業データベース（H27.7（一社）日本航空宇宙工業会）、
H25 年工業統計表（経済産業省）

写真提供：愛知県



2.取組における各主体の連携関係

主体 知的クラスター創成事業 地域イノベ（メディカル） 航空機産業振興ビジョン COI、エコシステム等

自治体（含
む支援機
関）

長野県テクノ財団
• 全体マネジメント
県工業技術総合ｾﾝﾀｰ
• 企業との共同研究
• 大学技術の移転促進

長野県テクノ財団
• 全体マネジメント
• 企業への参入促進

• 研究開発プロジェクトの運営
支援

長野県
• 全体マネジメント
テクノ財団、工技センター

• 企業の参入を支援するため
のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ、技術支援

長野県（テクノ財団、工技セン
ター含む）

• 大学技術の地域企業への移
転促進

大学・研究
機関

信州大学、東京理科大学
• コア技術の創出・強化
• 企業との共同研究

信州大学
• 研究者の招へい
• 企業の研究開発支援
• 医工連携人材の育成

信州大学
• コア技術の創出・強化
• 産業を担う人材の育成

信州大学
• コア技術の創出・強化

• コア技術からのインパクトあ
る事業化（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑ）

企業

参画企業（県内外）
• 大学等との共同研究
• 技術・製品の事業化

主として県内企業
• ﾒﾃﾞｨｶﾙ産業への参入
• 技術・製品の事業化

県内企業
• 航空機産業への参入
県外企業
• 県内への拠点設置

大企業、中小企業
• 大学との共同研究・事業化
大学発ベンチャー
• 大学発技術の事業化促進

金融機関
県内金融機関
• 金融による事業化支援

八十二銀行
• 金融による事業化支援

県内金融機関
• 研究講座への資金支援

県内金融機関→融資の実施
VC等→投資資金の供給

国

文部科学省
• 地域への資金支援

文部科学省、経済産業省等
• 地域への資金支援

経済産業省
• 実証試験設備の整備支援
内閣府
• 地域への資金支援

文部科学省
• 地域（大学）への資金支援
• ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞによるﾊﾝｽﾞｵﾝ支援

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• これまでの各種施策で各主体の役割は少しづつ異なる（研究機関のコア技術強化は一貫）。

• 特に、大学発等のコア技術の強化を主とする昨今の（地域）科学技術振興施策では、事業化に
向けたマネジメント体制も大学を核としたものへ軸足が移ってきている。



2.取組における各主体の連携関係
（これからの施策において）

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 本県において、産学が持つ優れたコア技術の融合によるクラスターの形成を図る場合は、各主
体には以下の役割を期待したい。

• 一方、その推進には課題もあるため、解決策を検討・具現化することが大変重要

各主体

自治体
（長野県）

研究機関
（信州大学等）

• 各主体のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙが最大限発揮される
ような仕組みのあり方を検討、具現化

• 地域構想に基づく全体調整

県として期待する役割 役割を期待する際の課題

• 自己財源の脆弱性、職員の異動
等、長期的な取組みを計画当初の
ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝを維持して推進できるか

• 地域構想に基づくコア技術の強化

• 地域構想に基づく研究者の育成、地域
企業への人材輩出等

• コア技術の価値を最大化し、事業化
を見据えた実用化研究ができるか

• 地域へ人材を残す仕組みができるか

企業
（地域企業等）

• 事業化企業への積極融資
• ベンチャー等への投資資金の供給
（ファンドの拡充）

• 技術の目利きができるか
• 長期的なイノベーションへの融資
• 県内で供給可能な投資資金の増大

金融機関

国

• 研究機関のコア技術を積極的に活用す
る地域企業への転換

• 大学発ベンチャー等の創出促進

• 投資回収期間が長い長期的イノベー
ションへの理解をいかに増進するか

• 低調な創業をいかに活性化するか

• 地域科学技術振興施策の総合調整役

• 一自治体では措置困難な資金、ノウハ
ウ等の地域への供給

－



3.以下に関する考え方
～科学技術イノベーション施策における地域の捉え方～

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 長野県という立場で捉えると、「地域」は県の管轄エリア全体と捉えることが原則

• 一方、県内の産業振興という目的で考えた際、エリアは県内全域に限る必要は全くなく、必要で
あれば広域連携も積極的に推進し、県内の特定地域への集中支援も行う。

アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区

 研究開発から設計、製造、保守管理までの一貫体制を持
つアジア最大・最強の航空宇宙産業クラスターの形成

• 愛知県、岐阜県、三重県、静岡県、長野県の５県の地域
を国が国際戦略総合特区として指定（長野県：H26参画）

• 県内はH28年11月の追加指定で南信の15市町村が指定

愛知県

長野県
（南信地域）

岐阜県

三重県

静岡県

航空機システム拠点（長野県航空機産業振興ビジョン）

• 航空機システム関連の企業や研究開発の機能が集積す
る「アジアの航空機システム拠点」づくりを推進

• 長野県飯田市の旧飯田工業高校跡地へ、信州大学の研
究講座や県工業技術総合センターの支援機能、国内唯一
の実証試験設備を整備

環境試験設備
着氷試験機(H29.4～)
防爆試験機(H30.4～)
燃焼・耐火性試験機(H31.4～)



3.以下に関する考え方
～地域科学技術イノベーション活動を行う意義・目的～

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 自地域における優れたコア技術の創出・強化を図ることは、地域として競争力の源泉を保有し、
グローバルに戦っていくうえで大変重要。一方で、それだけでは「科学技術イノベーション」

• 「地域」という言葉が付与される意味として、長野県では一貫して産学の強みの融合を目指した。

知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）の推進目的地域イノベーション・エコシステム形成プログラム提案概要

• 信州大学発技術を核とし、その価値の最大化に重点を置く。
• 価値を最大化できる先へ技術移転を行う。

• 信州大学発技術を核としつつ、同じく地域の強みである産の精密
加工技術等との融合による産業集積を目指した。



3.以下に関する考え方
～地方創生の流れにおける地域科学技術イノベーションの位置づけ～

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 地方創生の理念「まち・ひと・しごとの創生」のうち、特に、地方への新たなしごと創生は重要な要
素。長野県が取組んできた地域の産学の技術の融合は、しごと創生に繋がりうる取組と期待

• 一方、しごと創生（＝事業化）には十分至っておらず、改めて実現のための創意工夫が求められ
る。

知的クラスター創成事業の投入資金と売上本県の産学の技術の融合を図るメリット

出典：長野県産業労働部「ものづくり産業振興戦略プラン（H24～H29）」

✓ 材料技術や精密加工技術等は、サプライチェーンの上流に
位置し、様々な川下産業への用途展開が期待できる。

✓ また、高機能材料等はその付加価値も高いため、精密加
工技術等と組合せ、提案力を高めて用途展開先を着実に
広げることは、本県産業の高付加価値化に繋がる。

項 目
合計

実績

サンプル･商品など売上（億円） 56.08

国からの補助金等額（億円） 約60

✓ 投入資金に対する売上高は決して高いとはいえない。

✓ 今後は、地域の産学の融合を図る上では、より有望度の高
いものを徹底的に見極め、少しでも多くの事業化（＝しごと
の創生）に繋げていくことが求められているのではないか
（＝その仕組みを形成していくことが必要ではないか）。



4.科学技術イノベーション活動における障壁・課題

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• 一般論ではあるが、長野県においても以下の部分は課題

• 特に、地域の各主体について、基本的にはそれぞれで目指す方向性が異なる。この部分を十分
に踏まえたプロジェクトの実施化が必要

項目

活動の持続性

ノウハウの蓄積

• 知的ｸﾗｽﾀｰ創成事業終了後、これに係
る地域企業への県の支援は、継続性と
いう面では弱いか。

• 自己財源に乏しい地方自治体の課題

障壁・課題 解決方策

• 国等の外部資金を積極的に活用
することが大変重要

• 地域の産学連携の中核人材はコーディ
ネータ。その殆どが有期雇用かつOB人
材を活用

• ノウハウ蓄積が十分に出来ない。

• コーディネータの雇用期間の長期
化、ノウハウを残す仕組みの構築
が必要

主体間の方向性
の相違

• 研究機関→研究の強化
• 自治体→地域振興
• 企業→事業化・収益化

• 何を目指すプロジェクトかを共有

• 各プロジェクトのフェーズがどこな
のか（コア技術の強化か、事業化を
目指すのか等）の理解も重要



5.国に期待すること

長野県産業労働部ものづくり振興課
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• コア技術の強化への支援は継続的にお願いしつつも、長野県としては、知的クラスター創成事業
において目指した、本県の産学の強みの融合による産業集積の形成について、改めて目指すべ
き地域の姿（＝解決すべき地域課題）と考えたい。

項目

コア技術の強化

「地域」科学技術
イノベーションの

強化

国でしか出来な
いこと（右記は航
空機を例示）

• 知的ｸﾗｽﾀｰから、一貫してコア技術であ
る信州大学の材料技術等の強化を促進

• それらが現在の事業化に向けた大型プ
ロジェクトへ着実に繋がっている。

長野県の現状 国に期待すること

• コア技術の強化の資金は、その殆
どが国の資金に支えられた。

• コア技術強化のための国からの支
援を引き続きお願いしたい。

• 地域科学技術振興施策はコア技術強化
を重視し、主体が自治体から大学へｼﾌﾄ

• コア技術の強化は大変重要。一方、そ
れのみでは「科学技術イノベーション」

• 本県が考える「地域」科学技術ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝは、本県の産学の強みの融
合による新たな産業集積の形成

• この地域課題の真の解決への支援
（ﾉｳﾊｳ面も含め）をお願いしたい。

• 航空機産業の本格的振興には、国産完
成機メーカーの育成が大変重要

• この様な特殊な産業分野では、国を挙
げての取組が必要

• 国産航空機開発への支援や、そ
れらを世界へ供給できるようにな
るための検査体制等について、国
を挙げての取組をお願いしたい。


